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5 月にアップした EU タクソノミー
との関係がわかりそうね 

今日は、EUの環境債をみるのね 
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欧州委員会-プレスリリース 

欧州委員会は、EU の金融システムをより持続可能にするための新しい戦略を提案し、新しい欧州グリーンボンド基準を提案する 

 
ブリュッセル、2021 年 7 月 6 日 

 
 欧州委員会は本日、持続可能な金融に対する気概のレベルを高めるためのいくつかの措置を採択した。 まず、新しい持続可能な金融戦略
(https://ec.europa.eu/info/publications/210706-sustainable-finance-strategy_en)は、気候変動やその他の環境問題に取り組むためのいくつか
のイニシアチブを定め、同時に EU の持続可能な経済への移行における投資と中小企業（SME）の包括性を高める。 
 本日採択された欧州グリーンボンド基準案(https://ec.europa.eu/info/publications/210706-sustainable-finance-strategy_en)は、持続可能な
投資に資金を提供する債券の質の高い自主基準を作成する。 最後に、欧州委員会は本日、EU タクソノミー(https://eur-lex.europa.eu/legal-
content/EN/TXT/?uri=celex:32020R0852)の第 8 条に基づいて、金融会社および非金融会社がその活動の持続可能性について開示する情報
に関する委任法を採択した。 
 
 これらのイニシアチブは、持続可能な金融の国際基準を設定する上での EU のグローバルなリーダーシップを浮き彫りにする。 委員会は、
持続可能な金融に関する国際プラットフォームを通じたものを含め、すべての国際的なパートナーと緊密に協力して、強固であり、国際的で、
持続可能な金融システムの構築に協力する。 
 
新しい持続可能な財務戦略 
 過去数年間で、EU は気候変動への取り組みにおいて相当の覚悟を持って行っている。 委員会は、持続可能な金融の基盤を構築するため
に、すでに前例のない措置を講じている。 持続可能性は、COVID-19 パンデミックからの EU の回復の中心的な特徴であり、金融部門は、
欧州グリーンディールの目標を達成するための鍵となるだろう。 
今日の戦略には、6 つのアクションセットが含まれている： 



（出典）European Commission Press release「Commission puts forward new strategy to make the EU's financial system more sustainable and proposes 
new European Green Bond Standard」(https://ec.europa.eu/commission/presscorner/detail/en/ip_21_3405) 

 

Copyright © 2021 Japan Real Estate Institute All rights reserved.本資料の知的財産権は、一般財団法人日本不動産研究所に属します。許可無く使用、複製することはできません。 

 

 1.既存の持続可能な金融ツールボックスを拡張して、移行金融へのアクセスを容易にする 
 2.移行金融にアクセスするための適切なツールとインセンティブを提供することにより、中小企業（SME）と消費者の包括性を向上させる 
 3.持続可能性リスクに対する経済および金融システムの回復力を強化する 
 4.持続可能性への金融部門の貢献を高める 
 5.ＥU の金融システムの完全性を確保し、持続可能性への秩序ある移行を監視する 
 6.国際的な持続可能な金融イニシアチブと基準を開発し、EU パートナー国を支援する 
 
 委員会は、2023 年末までに戦略の実施について報告し、持続可能な金融への取り組みにおいて加盟国を積極的に支援する 
 
欧州グリーンボンド基準（EUGBS） 
 欧州委員会は本日、自主的な欧州グリーンボンド基準（EUGBS）に関する規則も提案した。 この提案は、持続可能な投資への資金提供を
支援するために、すべての発行者（民間およびソブリン）が利用できる高品質の自主基準を作成する。 グリーンボンドは、エネルギーの生
産と流通、資源効率の高い住宅、低炭素輸送インフラなどの分野で資金を調達するためにすでに使用されている。 これらの債券に対する投
資家の要求もたくさんある。 ただし、グリーンボンド市場の環境への覚悟(野心)を拡大し、高める可能性がある。 EUGBS は、企業や公的
機関がグリーンボンドを使用して資本市場で資金を調達し、気概ある(野心的な)投資に資金を提供すると同時に、厳しい持続可能性要件を満
たし、投資家をグリーンウォッシングから保護する方法の「ゴールドスタンダード」を設定する。 特に： 
 ・グリーンボンドの発行者は、EU タクソノミーに沿ったグリーンプロジェクトに資金を提供していることを示すための強力なツールを自

由に利用できる 
 ・債券を購入する投資家は、投資が持続可能であることをより簡単に確認できるようになり、それによってグリーンウォッシングのリスク

が軽減される 
 
 新しい EUGBS は、EU 域外に所在する発行者を含む、グリーンボンドの発行者に開放される。 提案されたフレームワークには、次の 4 つ
の重要な要件がある： 
 1.公債によって調達された資金は、EU タクソノミーに沿ったプロジェクトに完全に割り当てられるべきである 
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 2.詳細な報告要件を通じて、債券の収益がどのように配分されるかについて完全な透明性がなければならない 
 3.すべての EU グリーンボンドは、規制への準拠を確認し、資金提供されたプロジェクトがタクソノミー法と整合していることを確認する

ために、外部のレビューアによってチェックされる必要がある。 ソブリン発行者については、ここでは特定の限られた柔軟性が予見され
る 

 4.EU グリーンボンドの発行者にサービスを提供する外部レビューアは、欧州証券市場監督局に登録され、監督されている必要がある。 こ
れにより、投資家を保護し、市場の完全性を確保するために、サービスとレビューの品質と信頼性が確保される。 ソブリン発行者につい
ては、ここでは特定の限られた柔軟性が予見される 

 
 主な目的は、他の市場基準と比較できるグリーンボンドの新しい「ゴールドスタンダード」を作成し、潜在的に整合性を模索することであ
る。この基準は、合法的な環境プロジェクトへの資金提供を確実にするために、グリーンウォッシングと市場の完全性の保護に関する懸念に
対処することを目的としている。 本日の採択に続いて、委員会の提案は、共同立法手続きの一環として欧州議会および理事会に提出される。 
 
持続可能な金融と EU タクソノミー 
 本日、欧州委員会は、タクソノミー規則(https://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/TXT/?uri=celex:32020R0852) の第 8 条を補足する
委任法も採択した。この法律では、金融会社と非金融会社が資産の環境パフォーマンスと経済活動に関する情報を投資家に提供することを義
務付けている。 市場と投資家は、グリーンウォッシングを防ぐために、明確で比較可能な持続可能性情報を必要としている。 本日の委任法
は、EU タクソノミーに沿った事業、投資、または貸付活動のシェアに関して、大手金融会社および非金融会社が開示する情報の内容、方法
論、および表示を指定している 
 
 非 金 融 会 社 は 、 2021 年 6 月 4 日 に 正 式 に 採 択 さ れ た タ ク ソ ノ ミ ー 規 則 お よ び EU タ ク ソ ノ ミ ー 気 候 委 任 法
(https://ec.europa.eu/info/law/sustainable-finance-taxonomy-regulation-eu-2020-852/amending-and-supplementary-acts/implementing-
and-delegated-acts_en) で定義されている環境的に持続可能な経済活動に関連する売上高、資本および運営費のシェア、また、他の環境目的
に関する将来の委任された行為を開示する必要がある。金融機関、主に大手銀行、資産運用会社、投資会社、保険/再保険会社は、融資また
は投資する総資産に占める環境的に持続可能な経済活動の割合を開示する必要がある 
 委任法は、欧州議会と理事会による精査のために 4 か月間やり取りし、2 か月に 1 回延長される 
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学術メンバーの提言： 
 人々のために働く経済のエグゼクティブバイスプレジデントであるヴァルディスドンブロスキーは、次のように述べている：「今日の持続
可能な金融戦略は、我々の気候目標を達成し、他の環境問題に取り組むための民間資金を生み出すための鍵である。 また、中小企業のため
の持続可能な資金調達の機会を創出したいと考えている。 グローバルな課題がグローバルな行動を必要としているため、我々は国際的なパ
ートナーと協力して持続可能な金融に関する協力を深める。 また、グリーンウォッシングと戦い、持続可能な投資を真に表す債券を明確に
認識するためのグリーンボンド基準を提案する。」 
 
金融サービス、金融安定性、資本市場連合を担当するコミッショナーのマイレッド・マクギネスは次のように述べている：「今日の戦略は、
今後数年間の持続可能な金融に関する気概のあるロードマップを示している。 気候目標を達成するためには、持続可能な経済に向けてより
多くの資金が流れるようにするための継続的な努力が必要である。 経済をグリーン化し、より包摂的な社会を作り、誰もが自分の役割を果
たすことができるようにするためには、多額の投資が必要である。 EU は気候変動だけで戦うことはできないため、気候と環境問題に関する
グローバルな協力を強化する必要がある。グローバルな調整と行動が不可欠である。 さらに、EU グリーンボンドスタンダードの提案は、市
場でゴールドスタンダードを設定し、持続的に投資する際の信頼できる堅牢なツールに対する投資家のニーズに応える。」 
 
バックグラウンド 
 欧州グリーンディール(https://ec.europa.eu/info/strategy/priorities-2019-2024/european-green-deal_en)は、気候に中立な経済に移行し、
連合の環境持続可能性の目標を達成するために、すべての経済部門にわたって多額の投資が必要であることを明らかにした。 これらの資金
の流れの大部分は、民間部門からのものでなければならない。この投資ギャップを埋めることは、民間資本の流れをより環境的に持続可能な
投資に向け直すことを意味し、ヨーロッパの金融枠組みを包括的に再考する必要がある。 特に、欧州グリーンディールは、投資家や企業が
環境的に持続可能な投資を特定し、それらが信頼できるものであることを確認するのがより簡単であるべきだと主張する 
 
 本日の提案により、EU は、グリーン移行に資金を提供するための包括的なアプローチを確保することにより、グリーンディール
(https://ec.europa.eu/info/strategy/priorities-2019-2024/european-green-deal_en) の目標を達成するためのもう 1 つの大きな一歩を踏み出
した 



（出典）European Commission Press release「Commission puts forward new strategy to make the EU's financial system more sustainable and proposes 
new European Green Bond Standard」(https://ec.europa.eu/commission/presscorner/detail/en/ip_21_3405) 

 

Copyright © 2021 Japan Real Estate Institute All rights reserved.本資料の知的財産権は、一般財団法人日本不動産研究所に属します。許可無く使用、複製することはできません。 

 

詳細について 
 持続可能な経済への移行に資金を提供するための戦略 
 (https://ec.europa.eu/info/publications/210706-sustainable-finance-strategy_en) 
 欧州グリーンボンドに関する規制の提案 
 (https://ec.europa.eu/info/publications/210706-sustainable-finance-strategy_en) 
 質問と回答：欧州グリーンボンド規制 
 (https://ec.europa.eu/commission/presscorner/detail/en/qanda_21_3406) 
 ファクトシート：EU の持続可能な金融戦略 
 (https://ec.europa.eu/info/files/210706-sustainable-finance-strategy-factsheet_en) 
 (https://ec.europa.eu/info/sites/default/files/business_economy_euro/banking_and_finance/documents/210706-sustainable-finance-

strategy-factsheet_en.pdf) 
IP/21/3405 

 プレスの連絡先： 
   Daniel FERRIE (+32 2 298 65 00) 
   Aikaterini APOSTOLA (+32 2 298 76 24) 
 General public inquiries: Europe Direct by phone 00 800 67 89 10 11 or by email 
 
 関連メディア 
    Illustration 2021
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EU の持続可能な金融戦略 
 2021 年 7 月 6 日| #InvestGreen 

過去数年間、EU は以下の目的で持続可能な金融の枠組みを構築してきた 

持続可能な経済活動に向けた民間資金の流れを支援する 

2050 年までにカーボンニュートラル経済への移行を可能にする 

2018：EU は持続可能な金融のための基盤を築いた 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：EU SUSTAINABLE FINANCE STRATEGY 
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1. EU タクソノミー 

科学に基づく基準を使用した、環境目的に実質的に寄与する経済活動の一般的な分類 

・ タクソノミー規則: 2020 年 6 月 18 日に採択 
 

2. 開示 

持続可能な投資の選択を行うために必要な情報を投資家に提供するために、非金融機関と金融機関の両者にとっての包括的な開示制度 

 ・2021 年 3 月から持続可能な財務開示規則（SFDR）が適用される 
 ・2021 年 4 月に委員会によって提案された企業持続可能性報告指令（CSRD） 
 ・持続可能性の選好：2021 年 4 月に委員会によって採択された 
 

3. ツール 

グリーンウォッシングを防ぎながら、持続可能な投資ソリューションを開発するための企業、市場参加者、金融仲介業者向けの幅広いツー
ルボックス。 

 ・EU 気候ベンチマーク規制は 2020 年 4 月から適用される 
 ・本日委員会が提案した欧州グリーンボンド（EuGB）の基準 
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なぜ新しい EU の持続可能な金融戦略が必要か？ 
 かなりの進歩が見られたが、我々の惑星、経済、社会は進化し続けている。 欧州グリーンディールはまた、EU の気候変動への気概を高
めている 
 さらに、持続可能な金融に関する世界的な協力が増加し、国際的な状況が変化した  
 金融部門は、持続可能性への移行において重要な役割を果たす。 今日の戦略は、ヨーロッパのグリーンディールの目的と、COVID-19
パンデミックからの包括的で持続可能な回復をサポートする 

 
移行金融は、EU の持続可能な金融アジェンダの重要な目標である 
 
持続可能性への要求は進化した 
 
気候変動と環境悪化は緊急の課題である 
 
国際協力は私たちの持続可能性の目標を達成するための鍵である 
 

 
持続可能性への移行の資金調達 
この戦略は、経済全体の経済主体が移行計画に資金を提供し、出発点が何であれ、気候とより広範な環境目標を達成できるよう
にするためのツールとポリシーを提供する 
 
包括性 
この戦略は、個人や中小企業のニーズに応え、持続可能な金融へのアクセスを拡大する機会を提供する 
 
金融部門の強靭性と貢献 
この戦略は、金融部門自体がグリーンディールの目標を達成するためにどのように貢献できるかを示し、同時により回復力を高
め、グリーンウォッシングと戦う 
 
 
グローバルな気概(野心) 
この戦略は、気概のある(野心的な)グローバルな持続可能な金融アジェンダのための国際協力を促進する方法を示している 
 

 



（出典）European Union「EU SUSTAINABLE FINANCE STRATEGY」
(https://ec.europa.eu/info/sites/default/files/business_economy_euro/banking_and_finance/documents/210706-sustainable-finance-strategy-
factsheet_en.pdf) 

 

Copyright © 2021 Japan Real Estate Institute All rights reserved.本資料の知的財産権は、一般財団法人日本不動産研究所に属します。許可無く使用、複製することはできません。 

 

新たな動き 
実体経済の持続可能性への移行への融資 
温室効果ガス排出量の削減に貢献する特定の経済活動への資金提供を支援する 
移行の取り組みを認識するために、EU タクソノミーのフレームワークの可能な拡張のオプションを検討すること 
EU タクソノミーに追加の持続可能な活動を含める 
持続可能性への移行と段階的な移行努力への資金提供をサポートする持続可能な財務基準とラベルを拡張する 

 
より包括的な持続可能な金融の枠組みに向けて 
個人投資家と中小企業が持続可能な金融の機会にアクセスできるようにする 
デジタルテクノロジーが持続可能な金融に提供する機会を活用する方法を探る 
保険の適用範囲を拡大することにより、気候および環境リスクからの保護を強化するよう努める 
社会的タクソノミーに関する報告書を公開する 
グリーン予算とリスク共有メカニズムに取り組む 
 
金融セクターの回復力と持続可能性への貢献の改善：二重の重要性の視点 
持続可能性リスクを適切に反映し、自然資本会計を奨励する財務報告基準に向けて取組む 
ESG リスクが、信用格付けと格付けの見通しによって透明性のある方法で体系的に把握されるようにする 
銀行のリスク管理システム及び保険会社の健全性の枠組みに持続可能性リスクを統合する 
長期的な財政の安定を維持し、システミックリスクを制限することを目的として、持続可能性の課題から生じる潜在的なシス
テミックリスクを監視して対処する 
科学に基づく目標設定、開示、および金融部門のコミットメントの監視を強化する 
グリーンディールの目標に対する金融部門の貢献を反映するために、投資家の受託者責任とスチュワードシップルールを明確
にする 
ESG 市場調査と格付けの可用性、整合性、透明性を向上させる 
グリーンウォッシングに対処するための監督権限を評価する 
EU の金融システムの進捗状況を測定するための堅牢な監視フレームワークを開発する 
EU の金融システムとグリーンディールの目標との整合性を監視するための当局間の協力を改善する 
 
グローバルな気概(野心)を育む 
国際フォーラムで気概のある（野心的な）協力を促進し、国際的な持続可能な金融イニシアチブと基準の開発に高いレベルの覚
悟(野心)を設定する 
持続可能な金融に関する国際プラットフォームの作業を新しいトピックに拡大し、そのガバナンスを強化することを提案する 
持続可能な金融へのアクセスを拡大するための専用ツールを使用して、移行の取り組みにおいて低中所得国を支援する 
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